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平成 24 年５月 17 日 

各   位 

会 社 名 スターキャット・ケーブルネットワーク株式会社

代 表 者 代 表 取 締 役 社 長 加 藤  篤 次

     （コード番号 ４３３９）

問 合 せ 先  経営企画室 室 長 高 田  真

電 話 番 号      （０５２）２３１－２３９０

 

 

定款の一部変更及び全部取得条項付普通株式の取得に関するお知らせ 
 

 

当社は、平成 24 年５月 17 日開催の取締役会において、種類株式発行に係る定款一部変更、全部取得条項に係

る定款一部変更、全部取得条項付普通株式（下記「Ⅰ．１．（１）提案の理由②」において定義いたします。）の

取得及び目的事項に係る定款一部変更について、平成 24 年６月 26 日開催予定の第 28 期定時株主総会（以下「本

定時株主総会」といいます。）に付議することを決議し、また、全部取得条項に係る定款一部変更について、本

定時株主総会と同日に開催予定の当社の普通株式を有する株主様を構成員とする種類株主総会（以下「本種類株

主総会」といいます。）に付議することを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

Ⅰ．当社完全子会社化のための定款一部変更 

１．種類株式発行に係る定款一部変更の件（定款一部変更その１） 

当社は、本定時株主総会における第１号議案として、次のとおり議案を付議して、当社定款の一部変更を

行います。 

（１）提案の理由 

平成 24 年３月 23 日付当社プレスリリース「株式会社コミュニティネットワークセンターによる当社株券

等に対する公開買付けの結果に関するお知らせ」、及び同日付「親会社及び主要株主である筆頭株主の異動

に関するお知らせ」等にてお知らせいたしましたとおり、株式会社コミュニティネットワークセンター（以

下「ＣＮＣＩ」といいます。）は、平成 24 年２月 21 日から当社の普通株式及び新株予約権の全てに対する

公開買付け（以下「本公開買付け」といいます。）を行い、本公開買付けは平成 24 年３月 22 日に終了して

おります。本公開買付けの結果、ＣＮＣＩは、平成 24 年３月 29 日（本公開買付けの決済日）付で当社の普

通株式 63,020 株（平成 24 年２月７日現在における当社の総株主等の議決権の数に対する割合は 94.04%）

を保有するに至っております。 

平成 24 年２月 20 日付ＣＮＣＩのプレスリリース「スターキャット・ケーブルネットワーク株式会社の株

券等に対する公開買付けの開始及び同社との資本業務提携契約書の締結に関するお知らせ」、及び当社の同

日付プレスリリース「株式会社コミュニティネットワークセンターによる当社株券等に対する公開買付けに

関する意見表明及び同社との資本業務提携契約書の締結に関するお知らせ」において公表されておりますと

おり、ＣＮＣＩ及び当社は、東海地区において隣接する地域をサービスエリアとするケーブルテレビ事業者

であり、ともに地域密着型のビジネスモデルを志向していることから、平成 23 年４月より、現在協業して

いるＭｅｄｉａＣａｔ事業以外の面においても両社が協業することによって、地域のユーザーの皆様に対し

てより良質で満足度の高いサービスを提供することにより地域への更なる貢献を実現することができない

か、両社にて協議を進めてまいりました。他方で、少子高齢化の進展やユーザーのテレビ視聴スタイルの変

化等の構造的な問題に加えて、従来からの放送と通信の融合の流れが加速度的に進行する中で、大手通信業

者等の他事業者との競合の激化により解約増加やＡＲＰＵ（加入世帯当たりの売上高）下落に対する圧力が
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強まっているほか、アナログ放送の終了と地上デジタル放送への移行に伴う解約世帯の増加、事業の競争力

の維持やネットワーク技術の革新への対応に伴い必要となる設備やシステムへの投資負担の増加等、ケーブ

ルテレビ業界を取り巻く事業環境は厳しい状況が継続すると予想しております。このような厳しい業界環境

下において、ＣＮＣＩ及び当社は、今後も両社が事業の競争力を維持し、地域密着型のサービス提供による

地域への貢献を継続していくためには、更なる経営基盤の強化が必要との共通認識に至り、ＣＮＣＩが当社

を完全子会社化し経営を統合することが最善の策であるとの結論に至りました。 

以上を踏まえ、当社は、本定時株主総会及び本種類株主総会において、株主様のご承認をいただくことを

条件として、ＣＮＣＩの完全子会社となるために、以下の①から③の方法（以下「本完全子会社化手続」と

総称します。）を実施することといたしました。 

 

① 当社の定款の一部を変更して、従前の普通株式に加えて、下記「（２）変更の内容」に記載の定款変更

案第６条の２に定める内容のＡ種種類株式（以下「Ａ種種類株式」といいます。）を発行する旨の定め

を設け、当社を種類株式発行会社（会社法第２条第 13 号に定義するものをいいます。以下同じです。）

といたします。 

② 上記①による変更後の当社の定款の一部をさらに変更し、当社の発行する全ての普通株式に全部取得

条項（会社法第 108 条第１項第７号に規定する事項についての定めをいいます。以下同じです。）を付

す旨の定めを新設いたします（全部取得条項が付された後の当社の普通株式を、以下「全部取得条項

付普通株式」といいます。）。なお、全部取得条項付普通株式の内容として、当社が株主総会の特別決

議によって全部取得条項付普通株式の全部（ただし、当社が所有する自己株式を除きます。以下同じ

です。）を取得する場合において、全部取得条項付普通株式１株と引き換えに、Ａ種種類株式を 8,000

分の１株の割合をもって交付する旨の定めを設けるものといたします。 

③ 会社法第 171 条第１項ならびに上記①及び②による変更後の当社の定款に基づき、株主総会の特別決

議によって、当社が全部取得条項付普通株式の全部を取得し、当該取得と引換えに、当社を除く全部

取得条項付普通株式の株主様に対して、取得対価として、その所有する全部取得条項付普通株式１株

と引き換えに、Ａ種種類株式を 8,000 分の１株の割合をもって交付いたします。なお、ＣＮＣＩ以外

の各株主様に対して取得対価として交付されるＡ種種類株式の数は、１株未満の端数となる予定です。

また、交付されるＡ種種類株式が１株未満となる各株主様につきましては、会社法第 234 条その他の

関係法令の定めに従って、最終的には金銭が交付されることとなります。 

 

当社は、Ａ種種類株式を全部取得条項付普通株式の対価として交付したことにより生じるＡ種種類株式の

１株未満の端数につき、その合計数（会社法第 234 条第１項により、その合計数に１株に満たない端数があ

る場合には、当該端数は切り捨てられます。）に相当するＡ種種類株式を会社法第 234 条の定めに従って売

却し、当該売却によって得られた代金をその端数に応じて各株主様に交付いたします。 

かかる売却手続に関し、当社は、会社法第 234 条第２項の規定に基づき裁判所の許可を得てＣＮＣＩに対

してＡ種種類株式を売却することを予定しております。この場合のＡ種種類株式の売却金額につきましては、

必要となる裁判所の許可が予定どおり得られた場合には、別途定める基準日（取得日の前日を基準日とする

ことを予定しております。）において、各株主の皆様が保有する全部取得条項付普通株式の数に 79,300 円（本

公開買付けにおける当社の普通株式１株当たりの買付価格）を乗じた金額に相当する金銭を、各株主様に交

付できるような価格に設定することを予定しております。 

「定款一部変更その１」は、本完全子会社化手続のうち①を実施するものです。 

会社法上、全部取得条項の付された株式は種類株式発行会社のみが発行できるものとされていることから

（会社法第 171 条第１項、第 108 条第１項第７号）、上記①は、当社の普通株式に全部取得条項を付す旨の

定款変更である上記②を行う前提として、当社が種類株式発行会社となるため、普通株式に優先して残余財

産の分配を受けられるＡ種種類株式を発行する旨の定めを新設するほか、所要の変更を行うものです。 

 

（２）変更の内容 

変更の内容は、次のとおりです。なお、「定款一部変更その１」に係る定款変更は、当該変更が原案どお
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り承認可決された時点でその効力を生じるものといたします。 

（下線は変更箇所を示します。） 

現 行 定 款 変 更 案 

第２章 株 式 

 

第６条（発行可能株式総数） 

当会社の発行可能株式総数は268,000株

とする。 

 

 

 

 

（新 設） 

第２章 株 式 

 

第６条（発行可能株式総数） 

当会社の発行可能株式総数は268,000株と

し、普通株式の発行可能種類株式総数は、

267,900株、第６条の２に定める株式（以

下「Ａ種種類株式」という。）の発行可能

種類株式総数は、100株とする。 

第６条の２（Ａ種種類株式） 

当会社は、残余財産を分配するときは、Ａ

種種類株式を有する株主（以下「Ａ種株主」

という。）またはＡ種種類株式の登録株式

質権者（以下「Ａ種登録株式質権者」とい

う。）に対し、普通株式を有する株主（以

下「普通株主」という。）または普通株式

の登録株式質権者（以下「普通登録株式質

権者」という。）に先立ち、Ａ種種類株式

１株につき、１円（以下「Ａ種残余財産分

配額」という。）を支払う。Ａ種株主また

はＡ種登録株式質権者に対してＡ種残余

財産分配額が分配された後、普通株主また

は普通登録株式質権者に対して残余財産

の分配をする場合には、Ａ種株主またはＡ

種登録株式質権者は、Ａ種種類株式１株当

たり、普通株式１株当たりの残余財産分配

額と同額の残余財産の分配を受ける。 

第３章 株主総会 
 

（新 設） 

第３章 株主総会 
 
第16条の２（種類株主総会） 

第12条、第14条、第15条及び第16条の規定

は、種類株主総会にこれを準用する。 

２．第11条の規定は、定時株主総会と同日に開

催される種類株主総会にこれを準用する。

３．第13条第１項の規定は、会社法第324条第

１項の規定よる種類株主総会の決議にこ

れを準用する。 

４．第13条第２項の規定は、会社法第324条第

２項の規定による種類株主総会の決議に

これを準用する。 

 

 

２．全部取得条項に係る定款一部変更の件（定款一部変更その２） 

当社は、本定時株主総会における第２号議案として、また、本種類株主総会の議案として、次のとおり議案

を付議して、当社定款の一部変更を行います。 
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（１）提案の理由 

「定款一部変更その２」は、上記「Ⅰ．１．（１）提案の理由」中の本完全子会社化手続の②を実施する

ものです。「定款一部変更その１」による変更後の当社定款の一部をさらに変更し、当社の発行する全ての

普通株式に全部取得条項を付してこれを全部取得条項付普通株式とし、かつ、当該全部取得条項に従い当社

が株主総会の特別決議によって全部取得条項付普通株式の全部を取得する場合において、全部取得条項付普

通株式１株と引き換えに、Ａ種種類株式を 8,000 分の１株の割合をもって交付する旨の定款の定めを設ける

ものです。 

 

（２）変更の内容 

変更の内容は次のとおりです。なお、「定款一部変更その２」に係る定款変更は、本定時株主総会におい

て「定款一部変更その１」及び「全部取得条項付普通株式の取得の件」（下記Ⅱ．）がいずれも原案どおり承

認可決されること、ならびに本種類株主総会において「定款一部変更その２」が原案どおり承認可決される

ことを条件として、平成 24 年７月 31 日に、その効力が生じるものといたします。 

（下線は変更箇所を示します。） 

「定款一部変更その１」に係る変更後の定款 追 加 変 更 案 

第２章 株 式 
 

（新 設） 

 

第２章 株 式 
 
第６条の３（全部取得条項） 

当会社が発行する普通株式は、当会社が株

主総会の決議によってその全部を取得で

きるものとする。当会社が普通株式の全部

を取得する場合には、当会社は、普通株式

の取得と引き換えに、普通株式１株につき

Ａ種種類株式を 8,000 分の１株の割合を

もって交付する。 

（新 設） 

 

 

 

附 則 

 

第１条 本定款第６条の３の規定は、平成 24

年７月 31 日をもって効力を生じるものと

し、同日付をもって本条を削除するものと

する。 

 

 

Ⅱ．全部取得条項付普通株式の取得の件 

当社は、本定時株主総会における第３号議案として、次のとおり議案を付議して、全部取得条項付普通株式

の取得を行います。 

１．全部取得条項付普通株式の全部を取得することを必要とする理由 

上記「Ⅰ．１．（１）提案の理由」でご説明申し上げておりますとおり、ＣＮＣＩ及び当社は、今後も両

社が事業の競争力を維持し、地域密着型のサービス提供による地域への貢献を継続していくためには、更な

る経営基盤の強化が必要との共通認識に至り、ＣＮＣＩが当社を完全子会社化し経営を統合することが最善

の策であるとの結論に至りました。 

「全部取得条項付普通株式の取得の件」は、「定款一部変更その１」でご説明申し上げました本完全子会

社化手続のうち③を実施するものであり、会社法第 171 条第１項ならびに「定款一部変更その１」及び「定

款一部変更その２」による変更後の当社の定款に基づき、株主総会の特別決議によって、当社が全部取得条

項付普通株式の全部を取得し、当該取得と引き換えに、「定款一部変更その１」による定款変更に基づき設

けられるＡ種種類株式を交付するものです。 

当該交付がなされるＡ種種類株式の数については、当社を除く全部取得条項付普通株式の株主様に対して、
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その所有する全部取得条項付普通株式１株につき、Ａ種種類株式を 8,000 分の１株の割合をもって交付する

ものといたします。なお、当該交付がなされるＡ種種類株式の数は、「定款一部変更その１」でご説明申し

上げましたとおり、ＣＮＣＩ以外の各株主様に対して当社が交付するＡ種種類株式の数が１株未満の端数と

なるように設定されております。 

当社は、かかる株主様に対するＡ種種類株式の交付の結果生じるＡ種種類株式の１株未満の端数につき、

その合計数（会社法第 234 条第１項により、その合計数に１株に満たない端数がある場合には、当該端数は

切り捨てられます。）に相当するＡ種種類株式を会社法第 234 条の定めに従って売却し、当該売却によって

得られた代金をその端数に応じて各株主様に交付いたします。かかる売却手続に関し、当社は、会社法第

234 条第２項の規定に基づき裁判所の許可を得てＣＮＣＩに対してＡ種種類株式を売却することを予定し

ております。この場合のＡ種種類株式の売却金額につきましては、必要となる裁判所の許可が予定どおり得

られた場合には、別途定める基準日（取得日の前日を基準日とすることを予定しております。）において、

各株主の皆様が保有する全部取得条項付普通株式の数に 79,300 円（本公開買付けにおける当社の普通株式

１株当たりの買付価格）を乗じた金額に相当する金銭を、各株主様に交付できるような価格に設定すること

を予定しております。 

 

２．全部取得条項付普通株式の取得の内容 

（１）全部取得条項付普通株式の取得と引き換えに交付する取得対価及びその割当に関する事項 

会社法第 171 条第１項ならびに「定款一部変更その１」及び「定款一部変更その２」による変更後の当社

の定款の規定に基づき、下記（２）において定める取得日において、取得日の前日の最終の当社の株主名簿

に記録された当社を除く全部取得条項付普通株式の株主様に対して、その所有する全部取得条項付普通株式

１株につき、Ａ種種類株式を 8,000 分の１株の割合をもって交付いたします。 

（２）取得日 

平成 24 年７月 31 日といたします。 

（３）その他 

本議案に係る全部取得条項付普通株式の取得は、本定時株主総会において「定款一部変更その１」及び「定

款一部変更その２」がいずれも原案どおり承認可決されること、本種類株主総会において「定款一部変更そ

の２」が原案どおりに承認可決されること、ならびに「定款一部変更その２」に係る定款変更の効力が生じ

ることを条件として、その効力を生じるものといたします。なお、その他の必要事項につきましては、取締

役会にご一任願いたいと存じます。 

 

Ⅲ．目的事項に係る定款一部変更の件（定款一部変更その３） 

１．提案の理由 

「放送法等の一部を改正する法律」（平成 22 年法律第 65 号）の施行に伴い、「有線テレビジョン放送法」

「有線ラジオ放送業務の運用の規正に関する法律」等が改組され、「放送法」の一部とされたこと、また

平成 23 年 10 月１日付で当社子会社を吸収合併したことに伴い、現行定款第２条（目的）の事業目的を以

下のとおり変更、追加し、併せてその他一部文言整理及び字句修正を行うものです。 

 

２．変更の内容 

変更の内容は次のとおりです。 

（下線は変更箇所を示します。） 

現 行 定 款 変 更 案 

第１章 総則 

 

第２条（目的） 

（省 略） 

１．有線テレビジョン放送法による有線テ

第１章 総則 

 

第２条（目的） 

（現行どおり） 

１．有線テレビジョン放送事業 
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レビジョン放送事業 

２～７．（省 略） 

８．コンピュータシステムの設計、プログ

ラム受託及び有線テレビジョン放送施

設によるデーター通信事業 

９．有線テレビジョン放送事業に関連する

ハードウェアー、ソフトウェアーの開

発、賃貸、輸出入ならびに販売 

10．（省 略） 

11．有線ラジオ放送業務の運用の規正に関

する法律による有線ラジオ放送事業 

12．（省 略） 

13．ポケットベル、携帯電話等の移動体通

信機器の販売 

14～15．（省 略） 

（新 設） 

 

16．（省 略） 

 

２～７．（現行どおり） 

８．コンピュータシステムの設計、プログラ

ム受託及び有線テレビジョン放送施設に

よるデータ通信事業 

９．有線テレビジョン放送事業に関連するハ

ードウェア、ソフトウェアの開発、賃貸、

輸出入ならびに販売 

10．（現行どおり） 

11．有線ラジオ放送事業 

 

12．（現行どおり） 

13．携帯電話等の移動体通信機器の販売 

 

14～15．（現行どおり） 

16．映画及び映像ソフトの制作、配給、興行

事業 

17．（現行どおり）  

 

 

Ⅳ．上場廃止の予定について 

本定時株主総会において「定款一部変更その１」、「定款一部変更その２」及び「全部取得条項付普通株式の

取得の件」がいずれも原案どおり承認可決され、本種類株主総会において「定款一部変更その２」が原案どお

り承認可決された場合には、当社の普通株式は、株式会社大阪証券取引所の開設する市場であるＪＡＳＤＡＱ

スタンダード市場（以下「ＪＡＳＤＡＱ市場」といいます。）の上場廃止基準に該当することとなりますので、

当社の普通株式は、平成 24 年６月 26 日から平成 24 年７月 25 日までの間、整理銘柄に指定された後、平成

24 年７月 26 日をもって上場廃止となる予定です。上場廃止後は、当社の普通株式をＪＡＳＤＡＱ市場におい

て取引することはできません。 

 

Ⅴ．本完全子会社化手続の日程の概要（予定） 

本完全子会社化手続の日程の概要（予定）は以下のとおりです。 

本種類株主総会基準日設定公告 平成 24 年３月 16 日（金）

本定時株主総会及び本種類株主総会基準日 平成 24 年３月 31 日（土）

本定時株主総会及び本種類株主総会招集に関する取締役会決議 平成 24 年５月 17 日（木）

本定時株主総会及び本種類株主総会開催日 平成 24 年６月 26 日（火）

種類株式発行に係る定款一部変更（定款一部変更その１）の効力発生日 平成 24 年６月 26 日（火）

当社の普通株式のＪＡＳＤＡＱ市場における整理銘柄への指定 平成 24 年６月 26 日（火）

全部取得条項付普通株式の取得及びＡ種種類株式交付に係る基準日設定公告 平成 24 年６月 27 日（水）

当社の普通株式のＪＡＳＤＡＱ市場における売買最終日 平成 24 年７月 25 日（水）

当社の普通株式のＪＡＳＤＡＱ市場における上場廃止日 平成 24 年７月 26 日（木）

全部取得条項付普通株式の取得及びＡ種種類株式交付に係る基準日 平成 24 年７月 30 日（月）

全部取得条項に係る定款一部変更（定款一部変更その２）の効力発生日 平成 24 年７月 31 日（火）

全部取得条項付普通株式の取得及びＡ種種類株式交付の効力発生日 平成 24 年７月 31 日（火）

 

Ⅵ．支配株主との重要な取引等に関する事項 

上記Ⅱ．に記載の全部取得条項付普通株式の取得（以下「本件取得」といいます。）は、支配株主との重要
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な取引等に該当いたします。 

当社は、平成 24 年３月 23 日に開示したコーポレート・ガバナンス報告書Ⅰの４に記載のとおり、支配株主

であるＣＮＣＩからは一定の独立性が確保されていると認識しており、取引の条件の決定が支配株主との間に

恣意的に行われることはないと想定しておりますが、支配株主との取引等を行う際には、必要に応じて弁護士

や第三者機関の助言を取得するなど、その取引内容及び条件の公正性を担保するための措置を講ずるとともに、

取締役会において慎重に審議の上決定することとし、少数株主の利益を害することのないよう適切に対応する

ことといたしております。 

本件取得においては、上記Ⅱ．のとおり、Ａ種種類株式の売却金額について、必要となる裁判所の許可が予

定どおり得られた場合には、別途定める基準日（取得日の前日を基準日とすることを予定しております。）に

おいて、各株主の皆様が保有する全部取得条項付普通株式の数に 79,300 円（本公開買付けにおける当社の普

通株式１株当たりの買付価格）を乗じた金額に相当する金銭を、各株主様に交付できるような価格に設定する

ことを予定しておりますが、当社は、平成 24 年２月 20 日付当社プレスリリース「株式会社コミュニティネッ

トワークセンターによる当社株券等に対する公開買付けに関する意見表明及び同社との資本業務提携契約書

の締結に関するお知らせ」にてお知らせしておりますとおり、ＣＮＣＩが本公開買付け及びその後に予定され

た本完全子会社化手続（以下「本取引」と総称します。）を経て、当社を完全子会社化することを企図してい

ること、本完全子会社化手続として行われることが予定されている本件取得において、各株主の皆様に対して

交付される金銭の額が、79,300 円（本公開買付けにおける当社の普通株式１株当たりの買付価格）に当該各

株主の皆様が所有していた当社の普通株式の数を乗じた価格と同一となるよう算定される予定であることを

前提に、平成 24 年２月 20 日に、取締役会において本公開買付けに対して賛同の意見を表明する旨等の決議（以

下「本賛同決議」といいます。）をしており、その際、当社の取締役会は、ＣＮＣＩ及び当社からの独立性が

高い当社の社外監査役であり、株式会社大阪証券取引所が定める企業行動規範に関する規則第７条に規定され

る独立役員である木戸義夫氏及び当社の社外監査役である南舘欣也氏から、平成 24 年２月 20 日付で、(a)本

取引は、当社の企業価値の向上を目的として行われるものであると認められ、本取引の目的は正当であり、(b)

本取引に係る交渉過程の手続は公正であると認められ、(c)本取引により少数株主に交付される対価は妥当で

あり、(d)上記(a)乃至(c)その他の事項を前提にすると、本取引に関する決議を行うことは少数株主にとって

不利益ではないと認められる旨を内容とする意見書を取得したほか、同プレスリリースの「２．（３）本買付

価格の公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置等本公開買付けの公正性を担保する

ための措置」に記載のとおり、その公正性を担保し、利益相反を回避するための措置を講じております。 

当社の取締役会は、以上を踏まえ、慎重に検討、議論したうえで、本取引が少数株主にとって不利益なもの

ではないと判断しておりますので、本件取得は上記指針に適合していると考えております。 

なお、上記のとおり、当社の取締役会は、本賛同決議に先立ち、本公開買付け後に本完全子会社化手続が行

われる予定であることを前提に、木戸義夫氏及び南舘欣也氏より意見書を取得しておりますので、本件取得に

際し、同意見書以外に改めて支配株主との間に利害関係を有しない者からの意見を入手しておりません。 

 

 

 

以 上 


